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EUの技能・労働力不足に対処するための施策
－ 2025年９月16日付けプレスリリース －

1
　欧州連合（EU）諸国では近年、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少によって、産業における技能や労
働力の不足への対処が喫緊の課題となっている。欧州委員会（2025年欧州雇用・社会開発報告書）では、
女性、高齢者、移民、障害者など、労働力として過小評価されている人々を労働市場にうまく糾合することが、
これらの課題に対処し、「2050年までにEUの労働者を最大1,800万人減少させる」というリスクのある
人口動態の影響を相殺するのに貢献することを示唆している。

１．ESDE報告書の概要
　欧州委員会の「2025年欧州雇用・社会開発（Employment 
and social developments in Europe 2025）報告書」（以下、
ESDE報告書）では、現在、生産年齢人口（20～64歳の
EU居住者）の５分の１に相当する約5,100万人がEU労
働市場から締め出されており、女性、55歳から64歳の
人々、移民、障害のある人々などがその圧倒的多数を占
めていることを強調している。これらの人々の労働市場
への参入を促進することは、EUの2030年における雇用
率78％（2024年の雇用率は75.8％）という目標の達成に
貢献し、同時に、社会的結束を強化させ、2030年の貧困
削減目標の達成を支援することにもなるという。
　なお、ESDE報告書とは、雇用と社会問題に関する欧
州委員会の主要年次報告書である。欧州委員会は、労働
市場をより包括的なものにし、労働力不足問題を解消す
るための幅広い取組を推進している。この取組には、適
切な最低所得水準に関する「2023年欧州理事会勧告」、
技能と労働力の不足に関する「2024年EU行動計画」、欧
州における人材の活用に関する「2023年コミュニケー
ション」、および公正で透明かつ効果的な労働力の移動
を確保するための「今後の新政策」が含まれている。と
くに、「2024年EU行動計画」と「2023年コミュニケーショ
ン」では、欧州委員会の取組を強化し、EUの競争力強
化に貢献することを目指している。

２．労働力不足問題を解消するための取組
　2025年のESDE報告書で掲げられた「労働市場から締
め出されている人々の労働市場への参入を促進するため
の効果的な施策」のポイントは次のとおりである。

（１）女性の機会均等を促進するために、労働市場の参
入障壁を打破する
　EUにおける女性の労働市場参入（就業）率は男性を
10％下回っており、3,200万人の女性が労働市場から締
め出されているが、これは主に無給の介護義務、育児支
援の利用可能性の限界、税制上の優遇措置制度の制約な
どに起因する。とくに、幼い子供を持つ母親の約75％が、
育児義務を労働市場に参入できない主な理由として挙げ
ている。一方、父親の場合、その割合はわずかに13％で
ある。
　ESDE報告書では、幼い子供を抱える家庭への育児支
援の充実により、一部のEU加盟国で女性の就業率が最

大30％向上し、EUのGDPが最大1.7％増加する可能性が
あることを示唆している。

（２）55歳以上の人々が、より長くより健康的な社会生
活を可能にするために労働市場への参入を促進する
　経済社会が発展したにもかかわらず、55歳から64歳ま
での約2,000万人の人々がEUの労働市場に参入していな
い。その原因は、退職金制度の規定、健康上の問題、労
働環境（職場環境など）の多様性の不足などである。
　ESDE報告書は、年金制度改革、段階的退職制度の導
入、長期介護制度の拡大、技能トレーニング、キャリア
ガイダンスなどが、より多くの高齢労働者を活動的に維
持するのに役立つと指摘している。

（３）技能の向上が移民労働者の参入を推進する
　EUでは現在、700万人以上の移民が、語学力の不足（言
語の難しさ）、就労資格の不承認、人種差別、行政手続
き上の障壁など、さまざまな理由で労働市場から締め出
されている。同時に、移民は、あらゆる労働者階層の中
で最も貧困のリスクに直面している階層に属している。
一方、彼らは、切迫した雇用需要を有する産業部門にお
いて、労働力不足に対処するのに役立つ貴重な技能を供
給する可能性がある。
　ESDE報告書は、適切に計画された税制上の優遇措置
と、就職活動支援、語学研修、特によりシンプルな就労
許可証を組み合わせることで、移民の労働市場への参入
を促進することができると指摘している。

（４）障害者に対する固定観念の打破が労働市場参入の
課題を克服する
　EUの4,400万人の生産年齢にある障害者のうち、2022
年には約55.6％、2024年にはわずかに増加して56.4％の
人々が就労していたのに対し、障害のない人々が2024年
に就労していた割合は約84％であった。
　ESDE報告書は、労働機会の配分制度、差別禁止措置、
対象を絞った雇用斡旋が、障害者の労働市場参入を促
進するための効果的な方策であることを明らかにした。
EUの「障害者の権利戦略2021-2030」では、包括的な職
場環境整備を推進しており、労働技能連合は障害者の可
能性を引き出すのに役立つ研究開発を支援している。


